
1 給与支払者の

法 人 番 号

又は個人番号

2 給与支払者

郵 便 番 号

3 給 与

支 払 者

所 在 地  1　いる　２　いない

人 （送付先住所）

4 （ フ リ ガ ナ ）
給 与

人 支 払 者

名 称

（ 氏 名 ）

人 5

人 　人

6

連 絡 者 の

人 係 及 び 氏

名 並 び に ＴＥＬ 人

電 話 番 号
人 7 8

人

普B 他の事業所で特別徴収
（乙欄該当者など）

必要

会計
事務所

代 表 者 の
職氏名普D

内線

特 別 徴 収
に か か る
納 入 書TEL

普A
総従業員数が2人以下
（下記「普B」～「普F」に該当する全ての（他市区町村分を含む）
従業員数を差し引いた人数）

令 和 6 年 1 月 31 日 ま で に 提 出 し て く だ さ い 。

普通徴収切替理由書　兼　仕切紙 令和     年　　　　月　　　　　日提出

八 王 子 市 長 殿

　11　指　定　番　号 ※　種　別

令 和 6 年 度 給 与 支 払 報 告 書 （ 総 括 表 ）

給与の支払が不定期
（例：給与の支払が毎月でない）

                 　　　課　          　　　係　氏名

符号

必ずお答えください。
回答がない場合、原則含んで
いないと判断し課税します。

・他社分給与（前職分等）を
　含んでいる人はいますか？

　（「いる」の場合のみ）

 ・その金額と会社名を摘要欄
に記載して下さい。

該 当 の
場 合 の み
☑ を 記 入

不要

普通徴収
（個人納付）

合  計

八
王
子
市
報
告
人
員

特別徴収
（給与から差

引）

□ ※個人事業主の
変更

（令和　年　月　日）

※法人成り　または

個人成り
（令和　年　月　日）

9

〇質問項目

八
　
王
　
子
　
市
　
提
　
出
　
用

10

追加・訂正

ダウンロード版

この用紙の提出がない場合、原則どおり、特別徴収対象者となります。

普F 退職者又は退職予定者（5月末日まで）及び休職者
※符号「普F」欄の休職者とは、休職により4月１日現在で給与の支払を受けていない場合に限ります。

人
合　　　　計

普C 給与が少なく税額が引けない
（年間の給与支給額が１００万円以下）

普通徴収切替理由 人数

□ ※合併した（された）
場合

（令和　年　月　日）

□ 会社解散・閉鎖した
場合

（令和　年　月　日）

※に該当する場合は、別途、所在地名称変更届出書を提出してください。

≪個人別明細書（普通徴収該当者記載例≫

普E 事業専従者
（個人事業主のみ対象）

≪提出時の綴り方≫

特別徴収分　個人別明細書（人数分）

　　＊住民税を給与差引きする人です。

普通徴収分　個人別明細書（人数分）

　　＊住民税を個人納付する人です。

・必ずこの総括表を個人別明細書の上に付けて提出してください。

・印字されている内容に変更がある場合は、この総括表に朱書きで訂正してください

（書類送付先を設定されている場合は送付先住所を印字しています）。

質問項目に回答していますか（他社分を含んでいる場合、摘要欄に金額と会社名を記載してくだ
さい）。

総括表、普通徴収切替理由書兼仕切紙、個人別明細書は正しく並べていますか。

普通徴収切替理由書兼仕切紙の合計人数と総括表に記載の普通徴収の人数は一致していますか。

普通徴収該当者の個人別明細書に普通徴収切替理由（符号）は記載されていますか。

提出前にチェックをお願いします。

□

普通徴収

普通徴収

仕切紙

特別徴収

特別徴収

総括表

人 人

(摘要)

住宅借入金等特別控除の額

非居住者

である

親族の数

障害者の数

（本人を除く 。）

特　　別 その他

１６歳未満

扶養親族

の数老人

配　偶　者　（特　別）

控　　除　　の　　額

内 人従人内 人円

円

(源泉）控除対象配偶者

円

有 従有

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額

人人

の有無等

円

従人 従人 人

内

特　　定 老　　人 その他

控除対象扶養親族の数

(配偶者を除く 。)

円

普A

給与支払報告書（個人別明細書）の摘要欄に

符号を記入してください。


